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Abstract
　Due to the rise of China’s economy, vast number of travelers is arriving Japan everyday. In 
October 2014, Japanese Prime Minister Shinzo Abe declared that the government would issue 20,000 
tax-free licenses to shops across the country by 2020, effectively doubling an earlier promise at the 
fifth meeting of the Ministerial Council on the Promotion of Japan as a Tourism-Oriented Country,
　The purpose of this study is to examine Japan’s inbound tourism promotion toward Chinese 
travelers. By using participant observation, the paper displays the factors； structural and cultural, 
that obstructs the success of nation lead inbound promoting projects. As a result of this examination, 
it has been learned that there is an inconsistency between the market in China and the actors of the 
promoting projects. 
要　　約
　中国国内の経済発展に伴い近年日本には多くの中国人旅行者が訪れている。第 5 回観光立
国推進閣僚会議において安倍内閣総理大臣は2020年までに現在6,000件余りの免税店を 2 万件
に拡大するなど2020年までに外国人観光客の消費額を倍増すると発言した。
本稿の目的は、中国人向けの訪日プロモーションについて参与観察を用いた検証を行うもの
である。本調査では中国観光者向けの訪日プロモーション事業の非効率の要因：構造的要因と
文化的要因を検証、中国市場とプロモーション事業を行う側の間にクリティカルなズレが生じ
ていることが明らかとなった。
〈キーワード〉　インバウンド事業、訪日中国人、SNS
1 　はじめに
世界金融危機、鳥インフルエンザ、東日本大震災、円高の進行などで観光産業が落ち込んだ時期を除
けばインバウンド産業は2000年初期から急激に成長している産業であると言える。2017年 1 月17日に日
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本政府観光局（JNTO）は前年の訪日外国人の人数、消費額ともに過去最高であったことを発表した。
観光の雇用誘発効果は約420万人、2014年度の時点での一人当たりの訪日外国人の旅行支出額は15万
1,174円、昨年（2016年）の訪日外国人の消費額は 3 兆7476億円と過去最高額であった。2000年以降、
訪日外国人が急激に増加、2016年の訪日外国人は2,400万人と前年に比べて21.8％の伸率となった。その
うちの 7 割が東アジア、その 4 割が中国からの訪問者である。
急激な外国人旅行者の増加と市場拡大には中国の経済発展、旅行需要の増加、円安と行った経済的背
景や訪日プロモーション事業、ビザ要件緩和、消費税免除制度などがあげられる。2016年12月の訪日中
国人旅行者数は、前年比23.2% 増の42.7万人となり年間を通じて見ても27.6% 増の637万人となり過去最
高を更新した。元安や株価下落などから中国経済の変動を懸念する意見もあるが、インバウンド産業に
おいては中国経済の成長に伴い一人当たりの GDP が上昇、国際旅行者数の増加が見込まれている。
2 　本研究の特徴
2. 1　従来の研究と本研究
訪日外国人及び訪日中国人の人数は増えているものの伸び率では昨年から大幅に低下しており更なる
政策が必要とされる。訪日プロモーション事業は外国人観光客の拡大に貢献しているのか。インバウン
ド産業における調査は政府や民間企業が発表しているデータを元に分析する量的調査（日本政府観光
局 , 2016）アンケート調査（博報堂 , 2016）は見られるが、参与観察のように実際にプロジェクトに参
加することで新たな課題が見られるとして筆者は約 1 年半に渡り訪日中国人インバウンド事業の参与観
察を行っている。本稿は筆者が関わったプロジェクトの一部であるソーシャルネットワークサービスを
用いたプロモーションの実証研究をアクターの視点から考察する。
2. 2 訪日外国人の動向
世界の旅行者は1950年の2,500万人、1980年の 2 億7,800万人、2000年の 6 億7,400万人、そして2015年
の11億8,600万人と増加しており、世界の観光旅行市場は世界輸出額の 7 ％を占めている。国連世界観
光機構（UNWTO）の報告書が発表した2015年国別の外国人旅行客の人数では8,445万人でフランスが
図表 1 - 1 　訪日中国人の推移
出典：日本政府観光局（JNTO）
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1 位、日本は世界で16位、アジアでは中国、トルコ、タイ、香港、マレーシアに続く 6 位。同年訪日外
国人数は、前年比47.1% 増の1,973.7万人となり過去最高を更新、地域別にみると、東アジアからが7.5割
を占めており、2016年には訪日中国人は637.3万人となった（図表1-1）。 訪日韓国人の推移と比較する
と2003年以降中国からの訪日客が急激に増加していることがわかる（図表1-2）。
3 　考察
3. 1　中国からの訪日観光客の人数と消費額
訪日外国人数が国際旅行出国日本人数を初めて上回った2015年のインバウンド消費は前年比71.5% 増
の 3 兆4,771億円となった。特に注目されたのが中国人の消費額、 1 兆4,174億円は全体の40% でこれは
他国と比較して一人当たりの消費額が非常に高い。2013年までは買物代金よりも宿泊料金が高かったが、
「爆買」が流行語になった2014年は文字通り多くの中国人観光客が大量に買い物をした年であり、中国
人観光客の買物代金が初めて宿泊料金を上回った。
中国は2011年より 4 年連続で世界最大の海外観光消費国となり2015 年は2,922億ドル、 2 位の米国の
1,129億ドルの倍以上の額にまで上っている。また、中国人旅行者数が前年より10% の増加に関わらず
消費額が前年から25% 近く増加していて中国人旅行者の 1 人当たりの消費は増加していると考えられ
る。円安が進むにつれて外国人旅行者は増加する傾向にあるが、2014年後半より訪日中国人旅行者が急
増した背景には2014年10月の消費税免税制度拡充、2015年 1 月のビザ緩和といった政策の効果も影響し
たとみられる。事実、円安の影響で消費額が上がっているが、人民元で見ると実質旅行費（旅行消費額）
は大きく変動していない。
3. 2　訪日プロモーション
拡大するインバウンド市場、地方自治体や観光関連企業など多数の団体が各々の訪日プロモーション
図表1-2　訪日中国人、訪日韓国人の推移
出典：日本政府観光局（JNTO）
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を行っているが、本稿ではその中でも政府観光局として訪日プロモーションを重点的に行っている日本
政府観光局のプロモーション方針に着目する。
日本政府観光局の2015年度事業報告書によれば国際観光振興事業の財源である87億円のうち一般管理
費の17.07億円を差し引いた76.69億円が下記の 6 つの国際観光振興事業の費用に当てられた。⑴海外事
務所を活用した市場動向の収集・調査・分析・提供、⑵訪日外国人旅行者誘致のための業務、⑶多様な
メディアを活用した日本の観光魅力の発信、⑷訪日旅行商品の造成・販売支援、⑸外国人旅行者の国内
受入環境整備支援業務、⑹国際会議・インセンティブ旅行の誘致・開催支援業務とある。
上記のうち、海外宣伝事業費支出は26億円を上回っており、日本政府観光局が海外宣伝に重点を置い
ていることは明らかである。2015年からは「マーケティング戦略本部」が設置され外部のマーケティン
グ専門家の知見が反映されるようになっており、ビッグデータを用いた専門的な分析が進んでいる。
マーケティングやプロモーション方針についても日本政府観光局はプロモーションの実施主体として国
際観光に関する調査及び研究、並びにプロジェクトの提案や戦略を報告書やセミナー、ウェブサイトな
どを通じて発信している。
2015年以降日本政府観光局の訪日プロモーションの執行機関化により業務量が増加する中、一般入札
が進められた。事実、2016年度の一般管理費及び業務経費の実績額が前年度と比べて29.62% の減となり、
中期計画で定める毎年度平均の効率化比率は9.87％の減となり目標を達成したとある。また、機会の平
等を維持するとともに、特定の企業への利益誘導にならないようあらゆる企業との協力が推進されてい
る。
インバウンド産業がマスメディアに代わって新しいプロモーションの手法として注目しているのが
ソーシャルネットワークサービス所謂 SNS である。観光庁が行った統計によれば、訪日中国人が旅行
前に使用した旅行情報源としては SNS が 5 番目にあがっており、全体の約20％ である（図表）。SNS
図表 2 - 1 　訪日中国人旅行者が旅行前に役立った旅行情報源
出典：日本政府観光局（JNTO）
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を用いたプロモーションと従来のプロモーション手法の違いは「宣伝らしい宣伝」を SNS ユーザーは
ある種の妨害（disturbance）と感じているということにある。従来のマーケティング理論で考えれば
顧客が求める商品やサービスを探り顧客が効果的にその商品やサービスを得られるようにする活動こそ
がフィリップ・コトラーなどが掲げたマーケティングであり、プロダクト、プライス、プレイス、プロ
モーションの4P の法則に見られるように「売りたいもの」をどのようにして売るかを戦略的に検証す
ることが求められていた。
しかし、時代の変化によって近代では求められるプロモーションの形が変わりつつある。ピーター・
ドラッカーなどが提示するマーケティングは何を売るではなく、顧客にとっての効用、価値、事情から
考えることが必要だとして、具体的には⑴顧客が買いたいと思うものとは何かを考え⑵顧客に「価値」
を提供し、その対価を得る。⑶そして顧客がモノ・サービスで得る「効用」を売る。⑷結果として価格
とは顧客が得た「価値」への対価であると考えることこそが現代社会で求められるマーケティングであ
るとしている。
インバウンド事業における日本政府観光局の訪日プロモーションの方針は後者をあげており、必要と
されるのは顧客との対話や顧客のニーズにあったコンテンツを戦略的に宣伝、売り込むことで売れる仕
組み・勝つ仕組みを日本政府観光局は作り上げることができるとしている。
しかしながら、いざ中国向けの訪日プロモーション映像の委託を受けてプロジェクトに参加してみる
とあらゆる問題点、矛盾点が見えてきた。事実、日本政府観光局など委託者は顧客にとっての効用、価
値、事情を考慮したニーズリエンテッドのマーケティング戦略が必要であると主張しているものの、ア
ウトプットされる訪日プロモーションは「売りたいもの」を売るためのシーズオリエンテッドになる。
上記の矛盾の要因：⑴日本のデシジョンメイキングと中国市場⑵中国人消費者の変容⑶中国文化と消費
事情の三つを考察した。
3. 3　矛盾の要因
3. 3. 1　日本のデシジョンメイキングと中国市場
筆者が2016年の冬に係わった中国人向けの訪日プロモーション事業は大手旅行会社の中国支社と中国
の制作委託会社、日本の映像制作会社が合同で行った訪日プロモーションで、ウェイボーのフォロワー
数30万人を超える在日華人のブロガーを起用した映像制作プロジェクトで、筆者は日本側のマネジメン
トを務めた。その際、現場の動きを止めた一番の原因が両国の間に生じたデシジョンメイキングの違い
であった。
責任者が 1 人もしくは数人でデシジョンメイキングをする中国に比べて日本のデシジョンメイキング
はリスクを最小限に抑える為に慎重に行われる。現場の企画案が「稟議」や「会議」で決定して初めて
プロジェクトが動く。また文化の違いから中国市場におけるプロモーションの “ 価値 ” や方針を日本側
に説明、理解を得ることに時間がかかり市場の流れを逃してしまう傾向にある。
述べ100人のブロガーのマネジメントをしている SNS 広告代理店によると中国国内からの SNS プロ
モーションの企画から実行までかかる日数の平均が約10.5日なのに比べて日本企業との SNS プロモー
─ 84 ─
ション事業は実行までに平均30日間ほどかかるとのデータがあがっている。
日本政府観光局のコーポレートマネジメントは何事にも慎重に検証することを求められ、プロジェク
ト毎に業務全般の共通リスク、中期目標などに係る個別リスクの把握や対応状況を取りまとめ、分析し
ている。事実本案件においてもリスクや問題を最低限に抑える為に慎重に議論が行われ、非常事態にも
対応できる対策（プラン B など）のリスク回避策が常に考えられていた。一方、委託しているプロジェ
クトに関して委託者が関与し、意見を述べる為、受託者（下請け企業）が⑴最終判断を下すタイミング
が遅れる傾向にあった⑵コンテンツ・シナリオ案が変更になったことも事実である。
素早い対応が求められる中国市場と日本の手厚いコーポレートマネジメントと彼らの過度の介入は訪
日プロモーションが掲げるニーズオリエンテッドの宣伝のある種のネガティブファクターとなっていた
と考えられる。
3. 3. 2　中国人消費者の変容
ニーズオリエンテッドのマネジメントに対応するプロモーションをするにはまず、ターゲットをより
深く理解することが必要である。本案件では中国人に SNS 上で拡散する映像（生中継）のシナリオ案
を作成させたが、そのまま使えた内容は45％あまり、観光を宣伝するセリフが書き足され、シーズオリ
エンテッドなシナリオ案となった。下記は国が掲げている訪日インバウンド事業のプロモーション方針
と中国人消費者の消費に対する意識の変化を検証することで国内の訪日インバウンド事業のプロモー
ション方針と中国人消費者の消費に対する意識にズレが生じていることを表したい。
日本政府観光局が公表している平成28年度の訪日プロモーション方針は『「明日の日本を支える観光
ビジョン」等を踏まえ、年間を通じた訪日需要の創出、更なる地方への誘客・地方での旅行消費拡大を
強力に推進するため、これまで以上に戦略的な政策誘導の重要性を強く意識したプロモーションを展開
する。』 （日本政府観光局 , 2016）とされ、中国市場における主要ターゲット層は⑴30-40歳代家族層、⑵
20−30歳代女性、⑶旅行・口コミサイト利用層⑷旅行教育の 4 つが挙げられており、これらに対する訪
日プロモーション方針は以下のように明記されている。
北京・上海・広州では、個人旅行者に向けて「個人の趣向に合った日本の魅力」を訴求し、北京・上
海、広州を除く重点都市においては、団体ツアー（クルーズ含む）向けに日本食、温泉、四季、ショッ
ピングなど「日本の代表的魅力」の情報発信を行う。プロモーションは比較的訪日客が少ない時期（ 5
月 ~ 6 月、10月 ~ 12月）を中心とし、地方誘客強化の一環として引き続き九州プロモーションを重点
的に実施するとともに、東北プロモーションも行う。同時に、旅行の質の向上にも力を入れ、訪日旅行
市場の持続可能な成長を目指す。
上記で挙げられているターゲット層で見られるように、日本観光局側では中国社会に特化したマー
ケット分析はさほどされていないことが分かる。また、方針はニーズよりも日本側のシーズが反映され
ているもので中国人消費者の特性に合ったプロモーション方針とは言い難い。訪日プロモーション事業
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において国や文化を超えたターゲット層とその背景をいかに理解し、認識するかは事業を推進する上で
必要不可欠な情報である。個人旅行を希望する中国人旅行者は増加の傾向（日本政府観光局 , 2016）に
あるのは事実で、個人旅行化（2015年度は観光目的で訪日した全体の43.8% が団体ツアーに参加しない
個人旅行者）が進むにつれて消費行動も変わりつつある。また、最近の中国人観光客は銀座の高級ブラ
ンドや大型家電を行き来するばかりではなく、大手ドラッグストアで医薬品や化粧品などの消耗品を中
心に自分や身近な人間が必要なものを買うという人が増えている。
米国のマッキンゼー・アンド・カンパニーが 1 万人を対象に行ったインタビュー報告によれば中国人
消費者のコンシューマーコンフィデンスは56% と米国の32% や英国の30% と比べて高く、その多くが
今後 5 年間で自身の収入が上がるという予測している。地域により数値は異なり最も高い南京の62%
から最も低い数値はその半分ほどに当たる35% である。しかしながら、数値の最も低い遼寧省でも米
国や英国の平均コンシューマーコンフィデン数値を上回っている（Zipser, D., Chen, Y., and Gong, F., 
2016）。
2012年と2015年の項目別消費額を比較すると2012年から 3 年間で衣服（＋ 3 %）、医薬品・ヘルスケ
ア（＋ 1 %）、レジャー・娯楽（＋ 8 %）、旅行（＋ 9 %）、その他サービス（＋ 5 %）が増加した。唯一
数値が下がった項目が食品（−30%）であることから、過去 3 年間で中国人消費者は衣服や娯楽などク
オリティ・オブ・ライフ（QOL）を向上させるプラスアルファ要素に投資をしており、一方で毎日の
生活で消費する食品費を節約していると考えられる。また、中国人消費者のブランド・ロイヤリティの
向上は著しく、2011年と比べて食品、パーソナルケア、衣服におけるブランド・ロイヤリティ数値が
10％以上上がっている。
上記の内容から過去 3 年で中国は消費額の増加、消費項目の QOL 化、コンシューマーコンフィデン
スの向上などあらゆる面にて経済発展を遂げていると言える。中国人の消費額は停滞しているように感
じられるのは中国人消費者の購買に求める条件が厳しくなっていることが理由であると考える。以前の
ように日本製品というブランドに頼ったプロモーションだけではなく「今の中国人観光客は何を基準に
お金を使っているか」という根本的な疑問とその背景を検証した上でプロモーション戦略を練る必要が
あると考える。
3.3.3 中国文化と消費事情
中国社会において最も重要とされてきた「家族」は現代中国の消費事情においても非常に重大な役割
を担っている。2015年の統計では全体の64％が家族とのショッピングの時間は家族と過ごす最も良い時
間の一つであると答えた。これは2012年の統計より21％増えており、全体の74％が国際旅行は家族の絆
を強めるのに役立つと答えた。2015年時点の国際旅行の45％が家族旅行でこれは2012年の39％と比べて
6 ％ほど伸びている（Zipser, D., Chen, Y., and Gong, F., 2016）。
いわゆる「爆買」も家族思いの中国人消費者が親戚や知人全員に土産を購入したことが背景にある。
国際旅行に限らず、中国社会において出稼ぎに出ていた稼ぎ頭が大量の土産物を持ち帰ることは経済開
放後多くの家庭で行われてきたことである。また、中国社会における「メンツ文化」も一つの要因と考
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えられる。中国人は親族との関係はもちろん、他人との人間関係もより良く構築しようとする意識が非
常に強く、土産品の交換はこの関係構築には必要不可欠なものである。また、中国社会において関係構
築をする上でもっとも気をつけているのが「メンツ」である。家族であっても、知人であっても誰かに
は土産品をあげて誰かにはあげないということは土産品を受け取れなかった人の「メンツ」を傷つける
ことになり、中国社会では決してしてはならないこととされている。そのため、訪日中国人が同じ商品
をいくつも抱えている光景は、親族や知人、同僚など全ての人の「メンツ」を守る配慮であり、中国特
有の文化である。その他にも訪日プロモーションに関連する中国特有の文化は数多く、訪日プロモー
ションの成功はこれらの文化的ニーズに合った方針をすることで効果に繋げることができる。事実、本
案件では中国人がシナリオ案を作成したことで SNS プロモーション効果がプロモーション前と比べて
1.3倍に当たる25万回閲覧数になった。
中国のオンライン決済サービス（支付宝，微信支付）は2015年の時点でアメリカやヨーロッパと並ぶ
4 兆人民元にまでに上り、これもまた日本には根付いていない文化と言える。背景としては中国の経済
発展がインターネットの普及と同時期に起きたことからインターネットに対するコンピテンスがどの年
代においても高いことが言える。事実、中国のインターネット人口は 7 億人を超え、その 6 割が e コ
マース決算を利用している。2016年にはオンライン決済サービスユーザー数が 4 億人を超えたと言われ、
国内のデパート、スーパーマーケット、コンビニエンスストアはもちろん大学の売店、市街や田舎の小
売店からタクシーの支払いまで、あらゆるところでオンライン決済サービスが使えるようになっている。
オンライン決済サービスはスマートフォンでオンライン決済をすることに慣れている中国人観光客の
現代文化であり、導入・普及は現場の更なる効率化、消費額の拡大に結びつくと考えられる。
4 　終わりに
第 5 回観光立国推進閣僚会議において安倍内閣総理大臣の「2,000万人時代に向けた稼ぐ力の向上」
と「外国人観光客の消費額の倍増」発言はそれまで100億円前後の当初予算案を翌年の2016年には倍額
の200億1500万円にまで引き上げ、2017年度当初予算案は2016年度予算比 5 ％増の210億3500万円となり、
東日本大震災復興予算を合わせると255億9900万円の予算拡大をもたらした。観光庁は今後も市場拡大
のみならず、観光産業の人材育成、観光地域づくり、現地におけるプロモーション基盤の強化を推進す
る方針で、訪日外国人旅行者を全国津々浦々に呼び込むことを目標としている。
訪日中国人の消費額の買物代金が低迷しつつあるとの意見もあるが、上記の分析によると消費者の消
費に対する意欲が減速しているように感じられるのは中国人消費者の購買に求める条件が厳しくなって
いることにあることが分かった。また近年、購買内容も娯楽や体験などの割合が増加している。モノの
購買に関してはブランド・ロイヤリティが高まっている。訪日中国人観光客においては訪日している人
数と消費額は2016年も前年に比べて増加傾向にあり、日本に対する満足度も高い。しかしながら2015年
の訪日中国人旅行者の94.5％が日本でした事にショッピングをあげたが、訪日後、次回日本でショッピ
ングをしたいと答えたのは56.3% とその数値は落ち込んだ。一方でテーマパーク、美術館に行きたいと
答えた訪日中国人観光客は訪日前と訪日後では19.4% から16.9％、24.5％から28.8% とその数値がやや上
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がっている。
他国で強化されるインバウンド政策に打ち勝つにはニーズオリエンテッドのコンテンツマーケティン
グが求められ、現地と日本の異なる点や現地の現状背景のさらなる分析が必要不可欠であると考える。
上記で述べた 3 つの要因⑴デシジョンメイキング⑵中国人消費者の変容⑶中国文化と消費事情は筆者が
ケーススタディをもとに検証した要因でしかない。
「中国人観光客の訪日と日本のサービスは中国人の対日感情を大きく改善させている」と述べたのは
日本政府観光局事務所所長の伊地知英巳氏である。事実、中国人が訪日前に最も使っていた情報源は
SNS を含んだ「口コミ」（自国の親族・知人24%、SNS19.4%、個人のブログ16.6%、日本在住の親族・
知人8.9%、口コミサイト8.1%）の77％（日本政府観光局）で観光の情報に伴い日本のポジティブな情報
が中国国内に広まっている。また、反対に訪日期間中に感じた日本のネガティブな情報や口コミも拡散
するスピードが非常に速い。事実、某ホテルチェーンの客室に置かれた書籍に関する動画が2017年 1 月
15日に中国の SNS 上で公開され、 3 日間で 1 億人を超える人が閲覧し波紋を呼んでいる。
2015年は訪日外国人の人数が日本人外国旅行者数を初めて上回っただけでなく、日本の国際旅行収入
（250億ドル）が初めて国際旅行支出（160億ドル）を上回った記録的な年であり、日本への旅行割合を
維持・拡大することができれば、訪日中国人旅行者数は増加基調で推移すると考えられ、インバウンド
消費は長期的人口減少による国内消費の減退を補うオルタナティブとして拡大が期待される。国をあげ
たインバウンド事業は今後も改革を加えながら更なる市場を開拓していく。従って各市場特有性を考慮
した上でニーズにあった効率的且つ効果的な訪日プロモーションを今後も検証し続ける必要があると考
える。
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